
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方
　　   役員の担当業務の実績に係る評価及び研究所の中期計画の達成度又は実施状況等を

　　客観的評価に基づいて報酬に反映させるべく、役員に支給される賞与である特別手当に

　　ついては、文部科学省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果及び担当業務に

　　対する貢献度等を参考にして、その額の１００分の１０の範囲内で増減できることとしている。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,546 11,020 4,223
1,102

201
(地域手当)
(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

14,098 9,376 3,593
938
191

(地域手当)
(通勤手当)

3月31日 ＊※

千円 千円 千円 千円

204 204
（　　　　）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

204 204
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入しています。

法人の長

　　　　　　  平成２２年１２月の一般職の職員の給与に関する法律改正に準拠し、俸給
　　　　　　の減額改定及び６月、１２月に支給する特別手当の支給割合の引き下げ並
　　　　　　びに同年１２月支給の特別手当の特例措置として同年４月から１１月までに
　　　　　　支給された俸給及び特別手当に100分の0.28を乗じた額を減じた額を支給
　　　　　　した。

法人の長に同じ

就任・退任の状況
役名

Ｂ監事
（非常勤）

その他（内容）
前職

該当者なし

該当者なし

変更なし

理事

Ａ監事
（非常勤）



３　役員の退職手当の支給状況（平成２２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入しています。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付しています。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

監事

監事
（非常勤）

法人での在職期間

該当者なし

該当者なし

法人の長

理事

摘　　要

注３：総額については千円未満を切り捨てているため、内訳の合計と必ずしも一致しません。
注４：地域手当とは、地域の民間賃金水準を公務員給与に適切に反映するよう、物価等も踏まえつつ、
       主に民間賃金の高い地域に勤務する職員の給与水準の調整を図るため支給される手当です。

該当者なし

該当者なし

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２２年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

57 47.2 7,882 6,010 149 1,872
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 43.2 6,219 4,698 156 1,521
人 歳 千円 千円 千円 千円

39 49.0 8,650 6,616 145 2,034

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除きます。
注２：常勤職員の職種は、上記の２種類のみです。
注３：在外職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員は該当者がありません。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

　　人件費の見積もりを考慮し、職種別の級別人数の目安を定めた上で、職員一人一人の
 研究所の業務に対する貢献度を、その職務遂行能力、職責、業績に応じて給与に適切に
 反映させる。

　　独立行政法人通則法第６３条第３項の規定により、社会一般の情勢に適合したものとする
  ため、国家公務員の給与水準等をその基準として考慮し、決定している。

   昇給、昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定に当たって、勤務評定の結果等を踏まえ
 た勤務成績により行っている。

基準日以前６箇月以内の期間における勤務成績に応じて決定される支給
割合（成績率）に基づき支給される。

事務・技術

俸給月額

　　　平成２２年１２月の給与法改正に準拠し、俸給月額について若年層を除き、平均マイナス
　　0.1～0.2％の減額改定を行い、１２月の期末・勤勉手当の支給割合を期末手当について、
　 100分の150から100分の135（特定幹部職員は100分の130から100分の115）、勤勉手当に
   ついても100分の70から100分の65（特定幹部職員は100分の90から100分の85）に引き下げ
   を行い、同年１２月支給の特別手当の特例措置として同年４月から１１月までに支給された
   俸給及び特別手当に100分の0.28を乗じた額を減じた額を支給した。
      当分の間、５５歳を超える職員（一般職６級及び研究職５級以上の職員に限る）への俸給
　 月額の支給にあたっては、俸給月額に100分の1.5を乗じて得た額を減額。

毎年度１月１日の昇給日において、同日前１年間におけるその者の勤務成
績に応じて決定される昇給号俸数により昇給する

人員 うち所定内区分

研究職種

うち賞与平均年齢
平成２２年度の年間給与額（平均）

総額

常勤職員



②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況です。以下、⑤まで同じ。
注２：該当者が４人以下の年齢階層については当該個人に関する情報を特定される恐れのあることから、第１・第３分位折れ線を
省略。
注３：該当者が２人以下の年齢階層については当該個人に関する情報を特定される恐れのあることから平均額を示す点を表示
していません。

注１：該当者が４人以下の年齢階層については当該個人に関する情報を特定される恐れのあることから、第１・第３分位折れ線を
省略。
注２：該当者が２人以下の年齢階層については当該個人に関する情報を特定される恐れのあることから平均額を示す点を表示
していません。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、⑤まで同じ。〕
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（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

5 50.5 6,841 7,010 7,083

4 27.5 3,535

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

16 51.6 8,575 8,929 9,148

12 43.9 7,048 7,489 7,765

4 38.0 5,338

③

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

標準的 係員 係員 係長 課長補佐 課長 課長 部長 部長 部長 理事長が
な職位 主任 主任 係長 課長補佐 決定する

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

22 4 3 2 5 3 該当なし 1該当なし該当なし 該当なし
（割合） (22.2%) (16.7%) (11.1%) (27.8%) (16.7%) (      %) (5.6%) (      %) (      %) (      %)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

  30～24 　 39～32 54～44 52～43

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,003～2,295 3,500～2,932 5,439～4,945 6,751～5,629

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,937～3,050 4,630～3,898 7,337～6,782 8,676～7,329

（研究職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 総括研究員 上席総括研究員 理事長が
な職位 主任研究員 総括研究員 決定する

人 人 人 人 人 人 人

39 該当なし 4 13 15 7 該当なし

（割合） (      %) (10.3%) (33.3%) (38.5%) (17.9%) (      %)
歳 歳 歳 歳 歳 歳

41～33 48～39 57～48 62～52

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,251～3,6036,736～4,6467,781～6,511 8,247～7,059

千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,702～4,8468,634～6,152 10,010～8,467 11,825～9,181

人員

年齢（最高
～最低）

研究補助員

 職級別在職状況等（平成２３年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）

本部課長補佐

本部係員

平均

人員

注：３級及び７級については、級別及び職種別に該当が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることか
ら、人員以下の欄について記載を省略。

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

研究員

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

主任研究員

所定内給
与年額(最
高～最低)

平均

平均年齢

本部課長

主任研究員

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

人員分布状況を示すグループ

研究員

注１：表中の「本部課長」とは本部課長相当職の研究職員を示します。
注２：係員及び研究員については、該当職員が４人以下のため、第１・第３分位を省略しました。

人



④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

59.3 63.5 61.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.7 36.5 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 51.4～33.3 41.7～33.5　 46.8～33.4

％ ％ ％

64.2 66.0 65.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.8 34.0 34.9

％ ％ ％

         最高～最低 　38.1～32.2 37.2～28.9　 37.3～30.5

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

55.2 58.1 56.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

44.8 41.9 43.3

％ ％ ％

         最高～最低 　48.8～38.1 45.6～32.0　 45.6～35.1

％ ％ ％

64.1 67.5 65.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.9 32.5 34.2

％ ％ ％

         最高～最低 38.1～32.8 35.1～29.4　 36.3～31.1

⑤

94.3
89.3

88.5
88.6

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（研究職員）

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員)

区分

（事務・技術職員）　　　　　　　対国家公務員（行政職（一））
　　　　　　　　　　　　　　　　　 対他法人（事務・技術職員）

　　（研究職員）　　　　　　　　　　対国家公務員（研究職）
　　　　　　　　　　　　　　対他法人（研究職員）

（事務・技術職員）

管理
職員

賞与（平成２２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ９６．６

参考 学歴勘案　　　　　　 ９２．９

地域・学歴勘案　　　９６．４

○研究職員

地域勘案　　　　　　 ９４．１

参考 学歴勘案　　　　　　 ８７．６

地域・学歴勘案　　　９３．０

対国家公務員　　８８．５

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考える。　国に比べて給与水準が

　高くなっている定量
　的な理由

内容

指数の状況

指数の状況

対国家公務員指数は１００を下回っており、適正な給与水準にあると考え、
引き続きより適正な給与水準の維持に努めていく。

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
  理由

内容

対国家公務員　　９４．３

講ずる措置
対国家公務員指数は１００を下回っており、適正な給与水準にあると考え、
引き続きより適正な給与水準の維持に努めていく。

講ずる措置

【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成21年度決算）

【検証結果】

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　99.7％
（国からの財政支出額　1,185,771,000円、支出予算の総額　1,189,256,000
円：平成22年度予算）

【検証結果】
対国家公務員指数は１００を下回っており、適正な給与水準にあると考える。　給与水準の適切性の

　検証

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考える。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　99.7％
（国からの財政支出額　1,185,771,000円、支出予算の総額　1,189,256,000
円：平成22年度予算）

【検証結果】
対国家公務員指数は１００を下回っており、適正な給与水準にあると考える。

【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成21年度決算）

【検証結果】

項目



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成22年度）

前年度
（平成21年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

 　　 給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の減  ： 人事異動等による職員の年齢構成の変化及び

【主務大臣の検証結果】

基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

664,822 647,150 618,671 621,312 598,831 577,902

△2.7 △6.9 △6.5 △9.9 △13.1

△2.7 △7.6 △7.2 △8.2 △9.9

Ⅳ 法人が必要と認める事項

　③人件費削減の場合の取組の進ちょく状況　　

　　 ５年間で５％以上削減を達成しており、問題ないと考える。

△ 52,510

　　含む）。

　　　①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項

△ 60,532

38,394

△ 20,929

   及び福利厚生費は含まない。

 ・給与、報酬等支給総額及び最広義人件費における対前年度比について、その増減の要因

　　　職員数の減等

（△6.6）748,013 825,229

 ・「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）及び

最広義人件費

　　　「行政改革の重要方針」において示された、国家公務員の定員の純減目標及び給与構造改革を踏まえ、国家

 　公務員に準じた人件費削減の取組を行うこと。

△ 7,770 （△9.3）
福利厚生費

（△6.6）△ 2,707

(△51.9)
退職手当支給額

35,584 2,810
非常勤役職員等給与

(7.9)

区　　分

27,215 (93.9)

中期目標期間開始時（平
成18年度）からの増△減

577,902

56,196

給与、報酬等支給総額
△ 69,248 （△10.7）598,831

　　　②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

　　  「行政改革の重要方針」を踏まえ、平成２２年度の人件費を平成１７年度の人件費に比べて５．０％以上の削減

　「行政改革の重要方針」（平成１７年12月２４日閣議決定）による人件費削減の取組の状況（予定のものを

(1.9)

△ 77,216 (△9.4)

特になし

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

　　　　　　　総人件費改革の取組状況

(△3.5)

年　　　度

   を行う。なお、人件費の範囲は国家公務員でいう職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当を含み、退職手当

116,728

比較増△減

75,521 74,086 1,435
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